
事業名 名古屋港湾合同庁舎（別館）

事業の評価内訳
事業の緊急性

計画理由 評点 評価の根拠
●建替等の場合
　　①老朽 100.0 点
　　②狭あい 5.0 点
　　③借用返還 点
　　④分散 点
　　⑤都市計画の関係 点
　　⑥立地条件の不良 点
　　⑦施設の不備 8.0 点
　　⑧衛生条件の不良 点
　　⑨法令等 点
イ　①+②+③+④+⑤+⑥+⑦+⑧+⑨　　 計 113.0 点
●新規施設の場合
　　①法令等 - 点
　　②新たな行政需要 - 点
　　③機構新設 - 点
イ'　①+②+③ 計 点

加算点 20.0 点 合同１０＋特々１０

評点（イまたはイ'+加算点） 133.0 点

計画の妥当性
分類 項目 係数 評価の根拠

①用地取得の見込 1.1 取得済
②自然的条件 1.0

位置 ③ｱｸｾｽの確保 1.1 周辺道路整備済み
④都市計画・土地利用計画等 1.0
との整合性
⑤敷地形状 1.0

イ　①×②×③×④×⑤ 計 1.21
規模 ①建築物の規模 1.0

②敷地の規模 1.0
ロ　①×② 計 1.00

①単独庁舎、合同庁舎 1.0
構造 としての整備条件

②機能性等 1.0

ハ　①×② 計 1.00

評点（イ×ロ×ハ×100） 121.0 点 （単位：百万円）

事業の効果
分類 項目 金額 評価の根拠

１．初期費用 ①建設費 1,429
②企画・設計関係費 75
③解体費 48
④土地取得費 -

２．維持修繕費 ①修繕費 293
②保全費 453
③水道光熱費 328

計 2,626
１．維持修繕費 ①修繕費 117

②保全費 194
③水道光熱費 181

with

out
計 492

土地利用効果
利用者の利便 -

2,747
-

安全の確保 ①事故・災害の縮小 117
環境への配慮 ①地球環境保全への寄与 1
その他の効果 -

計 2,865
1.34
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費用便益比Ｂ／（Ｃwith－Ｃwithout）

①土地処分益
①立地の改善
②建物性能の向上
③合同化による効果


